
Copyright (C) 2022 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.

ヘルスケアデジタル改⾰ラウンドテーブル

第2回

株式会社⽇本総合研究所
ヘルスケアデジタル改⾰ラウンドテーブル事務局

2022.10.25 10:00-12:30



Copyright (C) 2022 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.2

0. はじめに 2

1. デジタル化の意義 13

2. システムのあり⽅ 24

3. データガバナンス 36

参考資料 47

⽬次



Copyright (C) 2022 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.3

1.座⻑ 開会のことば 5min

2.事務局 資料説明 20min

3.ご議論 120min

4.座⻑ 閉会のことば 5min

アジェンダ
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第2回 議題

医療のデジタル化の意義、システムのあり⽅、データガバナンス、
について議論したい。

デジタル化
の意義

システムの
あり⽅

データ
ガバナンス



Copyright (C) 2022 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.5

構成員 ※敬称略 所属・肩書 専⾨
森⽥ 朗（座⻑） 東京⼤学名誉教授 医療政策
⽯井 夏⽣利 中央⼤学国際情報学部教授 個⼈情報保護/プライバシー
伊藤 由希⼦ 津⽥塾⼤学総合政策学部 教授 医療経済
落合 孝⽂ 渥美坂井法律事務所 外国法共同事業シニアパートナー、⽇本医療ベンチャー協会理事 法律（弁護⼠）
⿊⽥ 知宏 京都⼤学院医学研究科 教授 医療情報
近藤 則⼦ ⽼テク研究会事務局⻑ 消費者
松村 泰志 独⽴⾏政法⼈国⽴病院機構 ⼤阪医療センター 院⻑ 医師/医療政策/病院経営
宮⽥ 俊男 医療法⼈DENみいクリニック理事⻑、早稲⽥⼤学理⼯学術院教授 医師/医療政策/病院経営
美代 賢吾 国⽴国際医療研究センター 医療情報基盤センター⻑ 医療情報

• 内閣府 規制改⾰推進室
• 総務省 情報流通⾏政局 地域通信振興課デジタル経済推進室
• 経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課

ヘルスケアデジタル改⾰ラウンドテーブルを８⽉に⽴ち上げ

オブザーバー



Copyright (C) 2022 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.6
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■⾃⺠党 デジタル・ニッポン 2022
〜デジタルによる新しい資本主義への挑戦〜

■⾃⺠党 新・成⻑戦略
ーアフターコロナを⾒据えた、安⼼と成⻑のエンジン
「デジタルヘルス⽴国」―

提⾔⾻⼦を10⽉頃、詳細提⾔を12⽉頃にまとめる

■政府 医療DX推進本部
医療DX推進本部幹事会

■厚⽣労働省 医療 DX令和ビジョン2030厚⽣労働省推進チーム

■内閣府 健康・医療戦略推進本部（健康・医療データ利活⽤基盤協議会）
■厚⽣労働省 健康・医療・介護情報利活⽤検討会

■ヘルスケアデジタル改⾰ラウンドテーブル（2022.8〜）
提⾔⾻⼦（10⽉頃）、詳細提⾔（12⽉頃）

■⾃⺠党
医療DX令和ビジョン2030

■政府 ⾻太の⽅針
「全国医療情報プラットフォーム創設」、「電⼦カルテ情報の標準化等」、
「診療報酬改定ＤＸ」、「医療ＤＸ推進本部設置」等

2022
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第1回｜8⽉22⽇

•ヘルスケアの
デジタル化のメリット
（ユースケース）

•ヘルスケアのデジタル
化に関する問題

•課題解決に向けた
⽅向性

第2回｜10⽉25⽇

•課題解決に向けた
⽅向性

•解決策と
留意すべき点

•提⾔の
⽅向性

第3回｜12⽉頃

•提⾔の
⽅向性

•提⾔実装の
アクション

本⽇(第2回)は課題解決の⽅向性について議論
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（事務局作成のユースケースについて）
■全体像を⽰し、施設連携などユースケースを拡充すべき

■医療情報のデジタル化には医療機関の業務改善が課題

■包括的で相互運⽤性の⾼いシステムとビジネスモデルへの転換が課題

■同意偏重から診療⽬的に応じた⾃分⾃⾝のデータ利⽤の環境整備が課題

■患者主体でのシステム設計とアウトカム評価の実装が課題

第1回での議論（概要）
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データ連携が困難
シーン︓
災害・セキュリティリスクへの対応

病院A 病院B

紙・FAXでやりとり、
患者に持参いただくことも

診療所 薬局

介護施設 介護福祉⼠・
保健師などデータ連携が困難

患者 ⾃治体

シーン︓
旅⾏先で、
病院へ搬送

シーン︓
引っ越しで、かかりつけ
の医療機関を変更

シーン︓
来院時以外の患者状況把握

シーン︓
進学時の
健診結果共有

シーン︓
診療報酬請求のための業務

シーン︓
パンデミック禍での対応

シーン︓
⾃治体との患者情報の共有

医薬品・
医療機器メーカー

公益利⽤が難しいまたは申請が煩雑

患者状況が
把握しにくい

医療機関・医療従事者間のデータ連携が困難

研究者

シーン︓研究開発におけるデータ活⽤

災害・セキュリティ対策

⼊⼒・報告作業

各医療機関で業務負荷

シーン︓
異なる施設等へ患者情報を共有

パンデミック対策

現状の医療データの連携・利活⽤の問題

データ連携が困難

診断書・必要書類
提出は主に紙
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健康・医療データの連携・共有の取り組みが進んでいる

 診療報酬改定DX

 認証制度や評価指針の設定

 データヘルス改⾰

 PHRの推進等改⾰

 匿名加⼯医療情報・仮名加⼯情報に関する
制度の検討・⾒直し

これらの取り組みは引き続き進めていく必要

 全国医療情報
プラットフォームの創設

 電⼦カルテ情報の標準化等

 医療DX推進本部

 オンライン資格確認

 マイナンバーカードの保険証利⽤

出所）⾻太の⽅針、データヘルス改⾰、厚⽣労働省検討会資料
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 健康・医療データは、国⺠の医療の質を向上させ、健康を維持するために活⽤すべき貴重な資源。

 わが国では、医療データが蓄積されているにもかかわらず、⼗分に活⽤されていない。

 端末デバイスや部分的なデジタル化については⾼い技術を有しているが、全国⺠を対象とした
健康・医療データの収集・保管・利活⽤に関しては、海外と⽐較しても、遅れている状態。

 ⽇本が遅れている原因は、以下。
① 医療分野におけるデジタル化の全体像・包括的なシステムの体系が存在していない
② ⺠間医療機関が多く、医療データのシステムが多様で拡散しており、

国際整合性を踏まえて標準化された医療データ共有するための情報基盤が存在していない。
③ データの取得、管理、利活⽤についての国際整合性も含めた

基本的なルール*が定められておらず、
⼗分な個⼈情報保護および利活⽤の制約となっている。

※患者の診療等に関する⼀次利⽤に関しては、個⼈情報保護法、医療研究等に関する⼆次利⽤に関しては、個⼈情報保護法のほか、次世代
医療基盤法、がん登録法などがある。 しかし、国⺠・患者・医療従事者のデータ利活⽤のニーズ、医療分野のイノベーションの促進、国際的な
データ連携の必要性、医療資源の最適化、医療制度の持続可能性確保など、医療情報の利活⽤・共有の促進の必要性・重要性を踏まえた、
医療情報全般についての利活⽤・共有に関する明確なルールはない。

ただ、健康・医療データの利活⽤についてはさらなる取り組みが必要
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患者の病気後のデータに限らず、
医療・健康に関わるあらゆるデータを活⽤して、
アウトカムベースで治療の効果を確認でき、

⼈々の健康増進にさらに貢献できる

どこの医療機関に⾏っても、病気にかかる前も含めた
⾃分に関する同じデータで、個⼈にあった

快適かつ質の⾼い医療サービスが受けられる

国⺠・患者⽬線 医療従事者⽬線

⾰新的な新薬・医療技術
の創出促進

感染症・災害時でも
迅速的確に医療を提供

医療経済財政の
持続可能性確保に貢献

諸外国のデータを含めた⽐較・分析など、
データの利活⽤により医療の発展とシステムの持続性を強化し、国⺠に還元

セキュリティ・
プライバシー

の確保された環境

実現したい姿

個⼈の健康・医療・介護に
関する情報(PHR)

医療機関で
扱う情報
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1 医療の質向上

2 医療の技術⾰新 3 医療資源の最適化

4 医療制度の持続可能性確保

論点1 健康・医療データの連携および利活⽤の意義は︖
（デジタル化・ヘルスケアDXの意義）

健康・医療データの連携と利活⽤の意義（案）

品質

技術 資源

持続可能性
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1

健康・医療データの連携および利活⽤4つの意義（案）

⼀⼈ひとりの国⺠の
健康増進および治療のため

新しい薬や治療法の発⾒や
確⽴のため

医療機関の機能・役割最適化、
全国で医療サービスを受けられ
るため

医療サービスのムダや効果を可視化し、
効果的な財源運営を⾏うため

医療の質向上 2 医療の技術⾰新 3 医療資源の最適化

4 医療制度の持続可能性確保
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[1] 医療の質向上に向けて
現状

• 医療データのなかの⼀部データの連携に向けた仕組みが構築された。
• 既存のシステムや財源などを踏まえて着⼿可能な取り組みを進めている。

• 本⼈の既往歴や服薬が異なり、どのような治療が有効かということも体質・タイプによっ
て異なり、それを把握するためにさまざまな情報が、国⺠の健康増進のために蓄積さ
れている。

• データにもとづき、個々に応じた最適な治療の選択肢を医療従事者とともに検討し、
個々⼈が考えるよりよい治療を受けている。

• データの悪⽤や、監視につながらない第三者的な機関によりデータが管理され、利
活⽤が進んでいる。

あるべき姿

個別化医療に向けたデータ連携の途上
医療従事者の負荷を最⼩化しつつ、

さまざまな選択肢から最適な医療を検討

健康・治療実績の
時間軸等で意味のある
構造化されたデータ

個⼈の提供した
データに基づき

個々⼈に適した
医療を選択

データ解析
さまざまな疾患を患う
（他疾患併存） 医師

医療従事者
国⺠・患者

過去の受診・服薬履歴など望めば
⼀部データを閲覧可能

（画像データや治療効果などの
連携は現時点では対象外）
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（参考）⼀⼈ひとりに適した個別化医療へ

出所）持続可能で質の⾼い医療提供体制構築に関する提⾔持続可能で質の⾼い医療提供体制構築に向けた研究チーム（2021年5⽉11⽇）
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• 希少疾患を対象にした被験者のリクルートは、対象者が少なく難しいことが多い。臨
床試験・治験で、患者の情報を収集するために多くの資源投⼊される。上市後、薬
剤を処⽅した患者の経時的な状態変化や健康被害リスクの把握といった、市場後
調査・評価にも多くの⼯数が必要である。

• 医師・研究者は、臨床研究に必要な患者属性・疾患・治療の情報へのアクセスが
電⼦カルテの情報が中⼼であり⼗分でない。

• 医療現場が強いられている規制に基づくプロセスと⽂化・⾵⼟などにより、医療情報を
つなぐことだけが先⾏することで、ダブルワーク・トリプルワークが⽣じる。

• 希少疾患においても、被験者リクルートが容易にできるようになる。
• 質の⾼いエビデンスとして活⽤できるデータが豊富に集めることができ、より低コストで

臨床試験・治験を実施できる。
• 上市後の市場後調査・評価がリアルタイムでできるようになり、市販前のデータも含め

て⼀貫した調査評価ができるようになり、必要な措置や改善を迅速に⾏える。
• 上記の仕組みが整備され、被験者リクリートをさらに効率的に⾏えている。
• 医師・研究者は、臨床研究で必要な情報によりアクセスできている。

上市後

医薬品・
医療機器メーカー

[2] 医療の技術⾰新に向けて

情報収集に多くの⼯数 データ利活⽤によりイノベーションを迅速に

現状 あるべき姿

治験での情報収集

市場後調査・評価

被験者リクルート

個々にリソースを
かけて実施

医薬品・
医療機器メーカー

治験での情報収集

市販前後の⼀環した
調査・評価

被験者リクルート

患者属性・
疾患・治療情報

医師・研究者

患者属性・
疾患・治療情報医師・研究者

治験

臨床研究

不⼗分な情報に
アクセス
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（参考）国際的な検討に参加したり踏まえたりして、
質の⾼い医療がさらに選択される仕組みを

Real-World 
Evidence
（⽶国）

2022年
10⽉19⽇

出所）FDA HP「Real-World Evidence」 https://www.fda.gov/science-research/science-and-research-
special-topics/real-world-evidence（2022/10/19 参照）

TEHDA
（欧州）

2021年2⽉

出所）THEDAS「THEDAS in brief」 https://tehdas.eu/app/uploads/2022/03/tehdas-leaflet-2022.pdf
（2022/10/1参照）

NATIONAL
SECURITY
STRATEGY

（⽶国）

2022年
10⽉12⽇

出所）THE WHITE HOUSE WASHINGTON「NATIONAL SECURITY STRATEGY」（2022年10⽉）

医療情報の基盤は、欧⽶では、重要インフラとしてとらえら
れており、この安全保障の観点が不可⽋である。
⽶国の安全保障戦略の中でも、データは重要な位置づけ
になっている。

⽇欧協調で
競争⼒を
（欧州）

2022年
10⽉6⽇

出所）ミクスOnline「EFPIA・フォン・バウムバッハ会⻑ WTOのTRIPS waiverは問題だ 魅⼒ある市場⽬指して欧⽇の共
同⾏動提案」（2022年10⽉7⽇）

欧州製薬団体連合会（EFPIA）が、欧州と⽇本の研
究開発投資を⾜し合わせ、欧州と⽇本が⼒を合わせて、イ
ノベーションを起こす魅⼒ある市場づくりを提案。
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• 新型コロナウイルスのパンデミック禍において、誰がどのような状況にあり、市中の医療
機関は今どのような状況であるか、⾏政への報告業務が新たに発⽣する。

• コロナ病床の配分の話もあり、過疎地域における診療科、病床数、医師・看護師数
について、いかに効率的・効果的に配分していくかデータに基づき検討できる。どこに住
んでいたとしても最善の治療が受けられる、という状態に近づくために、限られた医療
資源を効果的に配分できる。

• パンデミック禍において、誰がどのような状況にあり、市中の医療機関は今どのような状
況であるか、医療現場に負荷をかけずに⾏政が把握できる。

現状 あるべき姿

[3] 医療資源の最適化に向けて

現状を⼈海戦術で把握
（医療従事者に負荷）

通常業務を通して現状把握
（⾏政報告は可能な限り⾃動化）

報告のための
⼊⼒

報告のための
資料作成

報告のための
管理

医療従事者
の通常業務

⼈海戦術

医療従事者の
通常業務

上市後の
医療の評価

パンデミック禍の
現状把握

現場

⾏政
⾏政

報告
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[4] 医療制度の持続可能性確保に向けて
現状

• 医療サービスも含めた医療全体を対象としたアウトカム評価に基づき、給付対象を精
査する仕組みが⼗分あるとはいえない。

• 負担を構成する公的保険料、⾃⼰負担、租税を⼀体的にとらえた議論が⼗分でなく、
特定国債に依存した公的医療保険制度運営となっている。

• 医療保険財政の持続可能性のためにどこに財源を使うか、最終的には優先順位を
決めるということになる。そのためには、例えばワクチンを誰から摂取するのが良いかとい
うことを効果としてデータで把握できている。どのような医療が誰にどの程度の効果が
あったのか、データに基づいてその価値が可視化されている。

• 上記などの結果、公的医療保険の給付対象が精査され、国⺠的に理解につとめ、
必要な負担を確保する政策的議論がなされている。

あるべき姿

給付の精査が進まず負担と対応しない 蓄積されたデータに基づき議論がさらに進む

※マクロ的視点で記載
※ここでの負担は、公的保険料、⾃⼰負担、租税。特例国債は含めていない。

※マクロ的視点で記載
※ここでの負担は、公的保険料、⾃⼰負担、租税。特例国債は含めていない。
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（参考）⾮効率の項⽬と費⽤削減余地

出所）⾮効率な医療の特定とその改善に向けた提⾔ 持続可能で質の⾼い医療提供体制構築に向けた研究チーム（2022年10⽉19⽇）
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出所）持続可能で質の⾼い医療提供体制構築に関する提⾔持続可能で質の⾼い医療提供体制構築に向けた研究チーム（2021年5⽉11⽇）

（参考）あるべき医療の姿から検討

あるべき医療の姿から
医療提供体制を考える

⾚字前提の財源から
医療提供体制を考える

あるべき
医療の姿給付財源

医療提供
体制

給付に⾒合った
負担確保

現状

理想

あるべき
医療の姿

医療提供
体制 給付 財源

⾚字国債

あるべき給付を
精査

あるべき医療提供体制を
精査

給付の削減
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現状｜新たなデータヘルス改⾰が⽬指す未来(厚⽣労働省)

出所）厚⽣労働省「第1回 介護情報利活⽤ワーキンググループ 資料４医療情報共有の現状」（令和４年９⽉12⽇）,https://www.mhlw.go.jp/content/12301000/000988925.pdf,（2022年10⽉1⽇参照）
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現状｜データヘルス改⾰⼯程表 (厚⽣労働省)

出所）厚⽣労働省「第8回データヘルス改⾰推進本部「資料 データヘルス改⾰に関する⼯程表」（令和３年６⽉４⽇）,https://www.mhlw.go.jp/content/12601000/000788259.pdf,2022年10⽉1⽇参照
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現状｜電⼦カルテ情報の標準化の⼯程(厚⽣労働省)

出所）厚⽣労働省「第８回健康・医療・介護情報利活⽤検討会 本体資料２ 医療情報ネットワークの基盤に関するワーキンググループについて」（令和４年３⽉４⽇）, 
https://www.mhlw.go.jp/content/12600000/000907217.pdf,2022年10⽉1⽇参照
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現状｜３⽂書６情報

出所︓ 厚⽣労働省「第４回健康・医療・介護情報利活⽤検討会 医療情報ネットワークの基盤に関する
ワーキングループ 資料1 全国的に電⼦カルテ情報を閲覧可能とするための基盤について」（令和4年5⽉16⽇）, 
https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/000938861.pdf ,2022年10⽉1⽇参照

今は３⽂書６情報に限定されていますが、共有するべき情
報の整理、これは今後情報を拡充していく中でどういった情
報を共有することが患者様のためになるのかといった視点
での検討。それから、まさに標準規格にするための規格化や
標準コードの維持管理の体制整備なども、併せて今後医療
機関で情報を拡充することを議論する中には必要な整理
だと考えています。（令和4年5⽉17⽇ 第9回健康・医療・
介護情報利活⽤検討会 厚⽣労働省説明）

３⽂章の名前 現状の要件

診療情報提供書
診療情報提供料の算定要件として、交付した
診療所情報提供書の写しを診療録に添付す
ることとなっている。

退院時サマリー
診療録管理体制加算の要件として、⼊院患
者について退院時要約が作成されていることを
規定している。

健診結果報告書 健診結果は、本⼈に通知しなければならないと
している。

出所︓厚⽣労働省保険局医療課医療指導監査室「保険診療の理解のために」
（令和4年度）、厚⽣労働省「基本診療料の施設基準等及びその届出に関す
る⼿続きの取扱いについて](平成30年3⽉5⽇)、厚⽣労働省「特定健康診査及
び特定保健指導の実施に関する基準」（平成19年12⽉28⽇）

他院への紹介時、退院時、健診時において、
医療機関で各⽂書を作成することが実質義務化されている。
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 ⺠間医療機関が多いこともあり、
電⼦カルテの導⼊を含め
デジタル化されていない医療機関が存在

 電⼦カルテが導⼊されているところでも、
 データシステムが多様であり

データ共有が困難。さらに情報セキュリティ、
データ管理に不安がある。
（ベンダー・ロックイン、システム更新のコスト）

 医療機関にシステム管理に必要な知識、⼈材、
財源が⼗分になく、
全国的なシステムの形成・維持に
コストがかかる

情報基盤の現状と検討したい⽅向性

 医療データについて「ためる・つなぐ・使う」こ
とができる、データベース、ネットワーク等の
環境を整備

 医療データ収集、保管、利活⽤のための
加⼯、アクセス管理、セキュリティのための
情報基盤の構築が必要

現状 ラウンドテーブルとしての⽅向性（案）
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データ連携・利活⽤の⽅向性に関する懸念

現状は、連携する情報をあらかじめ定義（3⽂書6情報）し、連携のシステムの構築を進め
ている。
ただ、さらなる連携の先を⾒越したデータ連携の⽅向性に検討余地。

[データ連携の検討の進め⽅]

• 現在の進め⽅・・・連携するデータの要件を定義、システム設計し、システム構築
（ウォーターフォール型）

• 進め⽅の⼀案・・・データ（構造・⾮構造）が⼀元的に蓄積されており、
利⽤者のニーズに応じて、様々なサービスを開発
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■将来を⾒越した設計

PHRデータも含めたあらゆるデータを
活⽤できる環境が必要

相互運⽤性を確保し、将来的に
診療の全データを活⽤できる
仕組みが必要

基盤構築や情報連携、アクセス管理や認証と
いった⽅法論が時代遅れであってはならない

■⼈的負荷の最⼩化

医療従事者への負担の少ない
仕組みづくりが必要

改⾰に必要な事項

■安全・安⼼な環境整備

国際的な基準にのっとったセキュリティや
プライバシーの確保、安全性の⾼い
仕組みづくりが必要

医療データの保護・利活⽤を重要インフラとして
捉え、国際協調をさらに進める必要

■オープン・包括的

データの利⽤が促進されるために、
データプラットフォームが
オープン・包括的であることが必要
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[誰が構築・運⽤するか] ※論点3参照
 プラットフォームを構築し、個⼈を軸として患者が⾃⾝のデータを管理する仕組みが必要。

プラットフォームを作る案はこれまであるが、負担の在り⽅やビジネスモデルについても検討が必要。
（例えば、病院からデータを取り込む⼊り⼝は⺠間企業任せにせず公的に⾏うなど）

論点2 提⾔するシステムの在り⽅は︖ (1/3)

国・公的機関の役割の例 ⺠間の役割の例

 重要インフラとして、
健康・医療データを収集・蓄積

 健康・医療データの、
利⽤促進に向けた連携機能提供

 健康・医療データのプライバシー保護のための
⾃分と公益での利⽤のための出⼝管理

 健康・医療データを活⽤した
新薬や新たな医療技術の⾰新

 健康・医療データを活⽤した
サービスの開発
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[どのような情報を対象とするか]
 出⽣から死亡までの健康情報（電⼦カルテ他診療情報・健診情報・介護情報・PHR情報）を扱い、

患者だけでなく⾃然⼈も対象とする
 断⽚的ではなく、⼀連の患者データを集める仕組みが必要使いやすいテンプレートを設定すべき。

データ連携基盤をどのように準備するかについて、RWD利⽤などデータを集められる仕組みが必要。

[どのような機能が必要か]
 ユーザー認証および医療従事者の認証基盤の⽅向性が必要。ゼロトラストの考えを導⼊し、マイナンバーカー

ドを⽤いた認証も⼀案。さらに、医療データの管理に関する基準を定め、要件を満たした医療機関のみネット
ワークへアクセスできるなどの仕組みが考えられる。

 データ⼊⼒に極⼒⼈⼿をかけず、データを有効に利活⽤できるようにするため、構造化データだけでなく、⾮構
造化データも収集し、⾃動的に構造化する機能が求められる。

 相互運⽤性に関しては、連携する際のAPI等最低限の条件をそろえるようにし、さまざまなサービスやデータま
では細かく標準化はしない⽅向性が考えられる。サービスは連携できる最低限を規定。

論点2 提⾔するシステムの在り⽅は︖ (2/3)
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参考︓プラットフォーム概要（イメージ）

データ構造・容量に
柔軟性のあるストレージ

（データレイク）

オプトイン／オプトアウト
を個々⼈で設定可能

（権限管理等）

さまざまサービスを
開発できるシステム基盤

（API等）

医療
サービス

国⺠・
患者

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ
サービス

医療機関

今回の議論を踏まえ今後さらに整理し、詳細検討する。

ウェアラブル
デバイス/アプリ

プラットフォーム

システム
連携

認証/認可
コントロール
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論点2 データプラットフォームの⽬的と発展モデル（3/3）

⾃動的な
データプラットフォーム

発展
国⺠/患者の体験*の向上

（*個別化された最適なサービス）

利⽤者(データ提供者)
が増える

（データ流通量が増加）

蓄積されたデータの
解析が充実する

（リアルワールドデータ解析）

医療機関/⾏政が
さらにデータを活⽤する仕組みが充実する

健康・医療サービスの拡充
（データベースから症状などが類似する⽅の治療データをなどをベース

多様な治療⽅針/⽣活スタイルの選択肢）

健康・医療サービスの向上
（個別化）

【データプラットフォームの⽬的】

国⺠/患者の体験の向上により、
利⽤者が増えるなどし、

⾃動的にデータプラットフォーム発展がなされる
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現状の延⻑線上にある「避けたい未来」

■国⺠的関⼼が
伴わず政策的議論が進む未来

• データに基づく、個⼈に最適化された医療(個別化
医療)を、国⺠全体で負担し享受するか、あるいは、
そのような医療は追加費⽤を⽀払う者だけが負担
し享受することとするのか、どのような社会へ進むか、
あるべき姿の共通理解が伴わず検討が進む■データ利活⽤が進みにくい未来

公的医療保険制度での対象が、欧⽶に⽐べ
個⼈に閉じたデータの⾃分だけの利⽤中⼼となる

■権利保護の仕組みが変わらない未来
これらデータの利活⽤に関する権利保護の
仕組みについて、国⺠的理解が引き続き
得られない

■医療保険財政の逼迫が続く未来
データの蓄積・解析が⼗分進まず、医療の価値に基づいた
給付範囲の⾒直しなど効率・効果的な財源運営が難しくなる

■国⺠・患者メリットの
認識が⼗分でない未来

⾃⾝の健康・医療のデータが、
利活⽤されることを望む⽅が
限られている
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権利保護の仕組み

医療データは患者のモノの側⾯、医療機関のモノの側⾯、公共財としての側⾯それぞれがある。
データ連携・利活⽤に向けて、社会的に広く利⽤できるための権利保護の仕組みに検討余地。

[現状] 個⼈情報の第三者提供

•元データ ・・・可 ※本⼈の事前同意必要

•匿名加⼯・・・可 ※同意不要

•仮名加⼯・・・不可 ※本⼈の事前同意を得ても原則禁⽌
仮名加⼯情報は、法令に基づく場合を除くほか、第三者提供は認められません（法第41条第６項、第42条第１項）。これは、仮名加
⼯情報を作成する前に本⼈の同意を得ていた場合であっても、同様です。ただし、委託、事業承継、⼜は共同利⽤の場合には、提供元
の仮名加⼯情報取扱事業者と提供先の事業者を⼀体として取り扱うことに合理性があるため、仮名加⼯情報を提供することは可能です
（法第41条第６項により読み替えて適⽤される法第27条第５項各号、法第42条第２項により読み替えて準⽤される法第27条第５項各
号）。出所︓個⼈情報保護員会HP「仮名加⼯情報を第三者に提供することはできますか。仮名加⼯情報を作成する前に、本⼈から同
意を得ていた場合はどうですか」,https://www.ppc.go.jp/all_faq_index/faq1-q14-17/, 2022年10⽉1⽇参照

• ,
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権利保護の仕組み（⽇本）

本⼈から利⽤⽬的を明⽰した上で
公益的利⽤(⼆次利⽤)に関する同意
を取得して、各研究機関等に設置され
ている倫理審査委員会で審査をした上

で、利活⽤される

当初に同意を取得した利⽤⽬的の
範囲外、かつ本⼈から再同意を

取っていないような場合は、使えない

医療機関における丁寧なオプトアウト
（本⼈が停⽌を求めないこと）を実施

した上で認定事業者に顕名の形で
情報を提供し、匿名加⼯する

⽇本

※4 認定事業者を通じた医療情報の取得・提供は倫理指針の適⽤対象外となるため、各機関に設置された
倫理審査委員会の審査は不要となるが、次世代医療基盤法の規定に基づき、認定事業者から⼤学等に匿名
加⼯医療情報を提供する際には、あらかじめ、認定事業者内に設置された審査委員会の審査を経る必要がある。

【⽇本】匿名化されていない医療情報を公益的に利⽤する場合のフロー

出所）厚⽣労働省「医療分野における仮名加⼯情報の保護と利活⽤に関する検討会 第3回 【資料２】医療情報の⼆次利⽤に関する諸外国の仕組み」（2022年4⽉20⽇）
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000931600.pdf,2022年10⽉1⽇参照
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本⼈から利⽤⽬的を明⽰した上で
公益的利⽤(⼆次利⽤)に関する同意
を取得して、倫理審査委員会で審査を

した上で、利活⽤される

本⼈から同意の取得が困難な場合は、
⼆次利⽤者側と情報提供元で
⼆重に倫理審査を実施する

HIPAAに準拠して⾮識別化された
医療情報は、本⼈の同意なく
倫理審査を経て利⽤が可能

⽶国

（※）HIPAA Privacy Ruleに基づき、⽒名・住所・電話番号・ファックス番号・電⼦メールアドレス・社会保障番号・カルテ番号・
医療保険の受益者番号・⼝座番号・証明書/ライセ ンス番号・⾞両の識別⼦/製造番号・デバイス識別⼦/製造番号・ウェブの
URL・インターネットプロトコル/IPアドレスのナンバー・⽣体認証の識別⼦（指紋等）・写真画像の 16個の識別⼦を削除する必要
があり、リミテッド・データ・セット（LDS）と呼ばれている
（注）HIPAAでは、上記の他に公共の利益に資する場合等に本⼈の同意を得なくても利⽤可能とする旨の規定が設けられている。

⽇本と同様

⽇本と異なる

⽇本と異なる

権利保護の仕組み（⽶国）

【⽶国】匿名化されていない医療情報を公益的に利⽤する場合のフロー

出所）厚⽣労働省「医療分野における仮名加⼯情報の保護と利活⽤に関する検討会 第3回 【資料２】医療情報の⼆次利⽤に関する諸外国の仕組み」（2022年4⽉20⽇）
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000931600.pdf,2022年10⽉1⽇参照
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本⼈から利⽤⽬的を明⽰した上で
公益的に利⽤(⼆次利⽤)に関する同
意を取得して、倫理審査委員会で審

査をした上で、利活⽤される

匿名情報の利⽤では⼗分ではなく、
かつ同意の取得が現実的には難しい

場合には、各地域の委員会とNHSの
委員会で倫理審査を⾏う

英国

⽇本と同様

⽇本と異なる

権利保護の仕組み（英国）

【英国】匿名化されていない医療情報を公益的に利⽤する場合のフロー

出所）厚⽣労働省「医療分野における仮名加⼯情報の保護と利活⽤に関する検討会 第3回 【資料２】医療情報の⼆次利⽤に関する諸外国の仕組み」（2022年4⽉20⽇）
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000931600.pdf,2022年10⽉1⽇参照
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医療・健康データ連携の機関と分掌（⽶国）

出所） 厚⽣労働省「諸外国における医療情報の標準化動向調査 報告書概要版」（平成31年3⽉29⽇）https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/000685914.pdf,
厚⽣労働省「諸外国における医療情報連携ネットワーク調査 報告書概要版」（平成31年3⽉29⽇）https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/000685923.pdf ,2022年10⽉1⽇参照を基に⽇本総研作成

⽶国の事例
エコシステムの中⼼に位置するHHS（保健福祉省 ）が全体をリード

主体

共通
基盤

CMS (メディケイドメディケア
サービスセンター)
• メディケアとメディケイドデータの集計・

分析を通じた、保険償還制度の構築

eHealth Exchange
• ⽶国でヘルスケア情報の交換を可

能にする最⼤規模のクエリ型
ヘルスケア情報ネットワーク

共通
基盤

IDR (Integrated Data 
Repository)
• パートA, B, C, DとDME請求、受益

者と提供者のデータソース、契約情
報、 リスクスコア、その他もろもろの
データ

主体

The Sequoia Project
• メディケアとメディケイドデータの集計・

分析を通じた、保険償還制度の構築
• 2012年に官⺠パートナーシップとして、

旧ネットワークを継承した
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医療・健康データ連携の機関と分掌（英国）

英国の事例
NHS Digitalが管理するEHRシステム Spineを基点にデータが連携されている。

主体

共通
基盤

NHS Digital
• 医療と社会福祉に関連する

データ集積、加⼯、配布、分析
を⾏うことを⽬的とした政府系
機関

• HSCIC（保健・社会医療情
報セター）が前⾝

• 保健・⾼齢者ケア法に基づき、
2013年に設置された

Spine
• 国内の95%以上の医療機関

間での情報連携達成
• EHRに集積されたデータを活

⽤し、公益的な利⽤(⼆次利
⽤)が実⾏/企図されており、
特定疾患や公衆衛⽣領域で
の研究においても成果に直結

出所) 厚⽣労働省「諸外国における医療情報の標準化動向調査 報告書概要版」（平成31年3⽉29⽇）https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/000685914.pdf,株式会社野村総合研究所「医療データに関す
る海外事例調査」（令和4年2⽉15⽇）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/data_rikatsuyou/jisedai_iryokiban_wg/dai3/siryou4.pdf,2022年10⽉1⽇参照を基に⽇本総研作成
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1. 権利保護の仕組みを検討するにあたり
それらをどのように整理・区分し議論することが必要ではないか

論点3 健康・医療データのガバナンスでの提⾔事項は︖ (1/3)

「データガバナンス」の
仕組みのもとでの「同意」取得の在り⽅

インフォームドコンセントでの「同意」
診療⾏為への
インフォームドコンセント(説明と同意)での「同意」

国⺠のプライバシー保護と両⽴した形の
国⺠の財産として健康・医療データを適切に管理する
「データガバナンス」の仕組みのもとでの「同意」取得の在り⽅
（適切なデフォルト共有範囲の設定など）

「事前同意」に限らない
権利保護の仕組み

国⺠のプライバシー保護と両⽴した形の
事前同意に限らない形での権利保護の仕組み
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2.⾃分や公益のためにデータを⼀元的に蓄積・活⽤・管理する機能が必要ではないか
• 国⺠のプライバシーと両⽴する形で⾃分のため（⼀次）、公益のため（⼆次）のデータを⼀元的に蓄積・活

⽤し、それらの出⼝規制を⾏う中⽴的な機関が必要ではないか（国⺠のデータ監視を⾏うものではないことな
ど丁寧な説明も必要）

• これらの仕組みは誰がどのような⽬的で担うべきか明⽰すべき
例えば、 医療データの利活⽤のためのデータ加⼯とアクセスを管理・規制する公的な組織を設ける。
さらに、国全体あるいは地域ごとなどで公的な医療クラウドを設けるなど公的主体による医療データの管理・利
活⽤の仕組みを作る、あるいは⺠間主体による仕組みを作る。（公的主体であれば税⾦等の公的資⾦を使
う理由・必要性についての整理、⺠間主体であればビジネスモデルが必要）

3.  医療現場のデータ利活⽤の懸念を踏まえた考え⽅の共通認識化が必要ではないか
• 医療従事者が、みる健康・医療データが増加した際に、どこまでを医療従事者はみるべきか明らかにすべき
• 医師・医療現場のデータ利活⽤への懸念を解消し、データ利活⽤を⽀援するためのサービスを⾏政にて

進めるべき
• 例えば、医師・医療現場に新たな責任増・負担増をもたらすこととならないよう、⾏政がガイドラインなどで

法解釈などについて共通認識がもてる考え⽅を現場に明⽰すべき

論点3 健康・医療データのガバナンスでの提⾔事項は︖(2/3)
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論点3 健康・医療データのガバナンスでの提⾔事項は︖(3/3)

4. 医療現場の実態を踏まえた設計が必要ではないか
• データの利活⽤が進むために、データ⼊⼒など実務的な負担・負荷・リスク軽減を進める取り組みなど必要
• 例えば、診療報酬体系が数百ページにわたり複雑であり、これをより簡素化する取り組みも必要

5. 健康・医療データに関する連携・利活⽤が進む法・制度整備が必要ではないか
• 健康・医療データに関する適切な連携・利活⽤を促進するため、健康・医療データ全般に関する、

①国⺠の権利・義務、
②健康・医療データを取り扱う医療従事者・医療機関およびデータを利活⽤する機関などの権利・義務、
③国や公的機関の役割・責任、
を明確化するための制度整備が必要
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参考資料① ユースケース集
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シーン①︓旅⾏先で、病院へ搬送
現状

• 旅⾏先で突然意識消失し、周辺にいた⼈が救急⾞要請した。
• 急病者は、スマートフォンと⼩銭・クレジットカードのみ所持していた。
• 既往病や薬歴、検査歴、アレルギー情報等は不明である。
• 到着した救急⾞にて、近隣の病院に救急搬送する。
• 搬送後、必要な検査を実施し処置する。

• 旅⾏先で突然意識消失し、周辺にいた⼈が救急⾞要請した。
• 急病者は、スマートフォンと⼩銭・クレジットカードのみ所持していた。
• 顔やクレジットカードから急病者の既往病や薬歴、検査歴、アレルギー情報等把握。
• 到着した救急⾞にて既往病など確認し、最適な病院へ救急搬送する。
• 搬送前から急病者に応じた体制・機材を準備し、効率的に検査・診断・処置する。

あるべき姿

急病者の情報は、ほぼなく対応

検査・診断・処置

急病者

情報を踏まえ
迅速に対応

急病者

過去の検査等情報を把握し対応

かかりつけ
病院
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• 別の県から引っ越しし、新たなかかりつけの医療機関を近くで探したい。
• 最近通っていた医療機関からは紙の紹介状をもらった。
• ただ、昔通っていた別の医療機関の紹介状は、⾯倒なのでもらわなかった。
• これまでどのような治療⽅針だったか、聞かれてもあまりうまく説明できる⾃信はない。
• 伝える必要がある情報をすべて、伝えられていない。

• 別の県から引っ越しし、新たなかかりつけの医療機関を近くで探したい。
• 過去通院した医療機関の情報は、新たなかかりつけ医療機関でも活⽤できる。
• 患者の伝え忘れもなくなり、患者がうまく説明できるか悩むこともなくなる。
• 病状の⾒逃しを抑制したり、新たな治療⽅針をたてたりする際にも活⽤できる。

現状 あるべき姿

シーン②︓引っ越しに伴い、かかりつけの医療機関を変更

過去の診療情報が共有・連携されにくい
（病気の⾒逃し、重複検査による医療費の増加）

これまでの診療情報を活⽤して診療

[以前]
かかりつけ
診療所

患者 [新たな]
かかりつけ
診療所

説明 説明

[以前]
かかりつけ
診療所

患者 [新たな]
かかりつけ
診療所

[以前]
その他

医療機関

的確に
把握
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• 医療施設・多職種間での患者情報共有の際に、施設間でフォーマットやシステムが
異なり共有が難しい。

• 病院・診療所・薬局間との顧客情報の連携は、FAXか患者⾃⾝に持参いただく。
• 情報不⾜を補うため、多職種間で電話等のやり取りが別途発⽣する。
• 医療施設と介護施設・保健師等との情報共有が不⾜しやすい現状にある。

• 医療施設・多職種間で患者情報が共有されており、各医療機関や医療従事者で
の対応が最⼩化されている。

病院A

現状 あるべき姿

医療施設・多職種間で共有するのが難しい 医療従事者の業務負荷を軽減し共有

シーン③︓異なる施設等へ患者情報を共有

病院B

紙・FAX

（患者に持参いただくことも）

病院A 病院B
診療所

薬局

介護施設 保健師

情報共有が不⾜
診療所薬局介護施設 保健師
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• 災害やハッキングなどで、医療機関が個別に保存していたカルテ情報が消失した事象
が発⽣している。

• 医療機関において個別にバックアップを取れていなかったといった要因がある。
• 当該状況下では、患者の過去の治療・処⽅歴等不明の状態で、医師等が患者対

応し、⾏政等への報告も紙・電話等となり、集計・分析の⼿間も発⽣する。

• 災害やハッキングなどで、保存していたカルテ情報が消失することがない。
• 医療機関が個別にバックアップを取る必要がない。
• 災害時などにおいても、患者の過去の治療・処⽅歴等に応じて、医師等が患者対

応でき、⾏政等への報告もクラウド経由で報告がなされる。

シーン④︓災害・セキュリティリスクへの対応
現状 あるべき姿

個別対応で、患者情報の漏えい・消失 クラウド対応で、強固なセキュリティ

各医療機関で対応必要

災害対策

ハッキング対策

バックアップ運⽤

⼗分な対応が⾏える
リソースがない

各医療機関での
対応最⼩化

災害対策

ハッキング対策

バックアップ運⽤
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• 新型コロナウイルスのパンデミック禍において、誰がどのような状況にあり、市中の医療
機関はいまどのような状況であるか、⾏政への報告業務が新たに発⽣する。

• コロナ病床の配分の話もあり、過疎地域における診療科、病床数、医師・看護師数
について、いかに効率的・効果的に配分していくかデータに基づき検討できる。どこに住
んでいたとしても最善の治療が受けられる、という状態に近づくために、限られた医療
資源を効果的に配分できる。

• パンデミック禍において、誰がどのような状況にあり、市中の医療機関はいまどのような
状況であるか、医療現場に負荷をかけずに⾏政が把握できる。

現状 あるべき姿

シーン⑤︓パンデミック禍での対応

現状を⼈海戦術で把握
（医療従事者に負荷）

通常業務を通して現状把握
（⾏政報告は可能な限り⾃動化）

報告のための
⼊⼒

報告のための
資料作成

報告のための
管理

医療従事者
の通常業務

⼈海戦術

医療従事者の
通常業務

上市後の
医療の評価

パンデミック禍の
現状把握

現場

⾏政
⾏政

報告
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• 希少疾患を対象にした被験者のリクルートは、対象者が少なく難しいことが多い。
• 臨床試験・治験で、患者の情報を収集するために多くの資源投⼊される。
• 上市後、薬剤を処⽅した患者の経時的な状態変化や健康被害リスクの把握といっ

た、市場後調査・評価にも多くの⼯数が必要である。
• 医師・研究者は、臨床研究に必要な患者属性・疾患・治療の情報へのアクセスが

電⼦カルテの情報が中⼼であり⼗分でない。

• 希少疾患においても、被験者リクルートが容易にできるようになる。
• 質の⾼いエビデンスとして活⽤できるデータが豊富に集めることができ、より低コストで

臨床試験・治験を実施できる。
• 上市後の市場後調査・評価がリアルタイムでできるようになり、市販前のデータも含め

て⼀貫した調査評価ができるようになり、必要な措置や改善を迅速に⾏える。
• 上記の仕組みが整備され、被験者リクリートをさらに効率的に⾏えている。
• 医師・研究者は、臨床研究で必要な情報によりアクセスできている。

上市後

医薬品・
医療機器メーカー

シーン⑥︓研究開発におけるデータ活⽤

利活⽤をしようとすると多くの⼯数 データ利活⽤によりイノベーションを迅速に

現状 あるべき姿

治験での情報収集

市場後調査・評価

被験者リクルート

個々にリソースを
かけて実施

医薬品・
医療機器メーカー

治験での情報収集

市場前後の⼀環した
調査・評価

被験者リクルート

患者属性・
疾患・治療情報

医師・研究者

患者属性・
疾患・治療情報医師・研究者

治験

臨床研究

不⼗分な情報に
アクセス
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シーン⑦︓来院時以外の患者状況把握
現状 あるべき姿

患者の受診時の状態のみ把握、
⾃宅等での治療の経過等の把握は難しい

⾃宅等での経時的な記録を共有し、
診断・治療に役⽴てる

説明

• 患者は⾃⾝の病状変化等を医療従事者へ伝えたいが、データで共有できるものがあ
まりない。

• 治療後、次の受診時までは、その間の効果を把握することは難しい。

• 患者⾃⾝が⾃宅等で経時的に計測・記録を⾏い、そのデータであるPHR（パーソナ
ルヘルスレコード）を基に、医療従事者が連携し診断・治療ができる。

• 症状の急変時に、迅速に対応できる可能性が⾼まる。

患者 医師・薬剤師・看護師・
介護福祉⼠等

⾃宅等での記録診断・検査患者 医師・薬剤師・
看護師・介護福

祉⼠等

受診時 ⽇常で
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シーン⑧︓診療報酬請求のための業務

• 診療報酬請求のための記録作業が多く、医療機関によっては、紙の記録をコンピュー
ターに⼊⼒し、別システムの検査結果を転記する等の作業が発⽣している。

• 診療報酬請求⽤のシステムに⼊⼒されている情報が正しいか確認する作業が発⽣
する。

• 医療機関によっては、医師や患者の署名を記録に残すために、紙を印刷し署名をし
てもらい、その紙をスキャンする作業を⾏っている。

• 診療結果や検査結果がクラウドに保存されることによって、不必要な作業が最⼩化
される。

現状 あるべき姿

診療報酬請求のための業務が多い クラウド対応で業務最⼩化

記録作業

レセプトの確認

電⼦化のための
スキャン作業

間接業務に割かれる
時間が多い

医師・看護師・医療専⾨職 最⼩限の作業で
クラウドに記録

審査⽀払機関
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• 医療機関側は、患者の要望に従って、⾃治体に提出する必要書類を作成しなけれ
ばならない。

• 患者側は、主体的に医療機関に書類の提出を求め、さらに⾃⾝で追加の書類に必
要事項を記⼊したうえで、⾃治体に提出しなければならない。

• 医療機関の診断・検査結果が、患者の同意・要望に従い、⾃治体に迅速に情報共
有される。患者側の介⼊は、必要最低限である。

シーン⑨︓⾃治体との患者情報の共有

患者・医療機関の
⾃治体に提出する書類作成の負担

診断・検査結果を患者の同意・要望のもと
⾃治体に迅速に情報共有

現状 あるべき姿

⾃治体医療機関

医療機関 ⾃治体患者

診断書提供 診断書・
必要書類提出
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• ⼩学⽣〜⾼校⽣までの健康情報の管理は、監督官庁の異なる「保健師」がフォロー
するため、進学時にデータが途切れる。

• ⼩児科医・婦⼈科医・⼼療内科医、かかりつけ医、保健師等において、⼼⾝の変化
の⼤きい時期である⼩学⽣〜⾼校⽣までの健康情報が⼀貫して共有されることで、
適切な診断・介⼊につなげることができる。

シーン⑩︓進学時の健診結果共有

進学時に健康診断データが途切れる

現状 あるべき姿

保健師A 保健師B 保健師C

⼩学⽣ 中学⽣ ⾼校⽣

保健師A 保健師B 保健師C

⼩学⽣ 中学⽣ ⾼校⽣

進学時でのデータ共有がなされ、
適切な診断・介⼊につなげる
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データ連携が困難
シーン︓
災害・セキュリティリスクへの対応

病院A 病院B

紙・FAXでやりとり、
患者に持参いただくことも

診療所 薬局

介護施設
介護福祉
⼠・保健
師など

データ連携が困難

患者 ⾃治体

シーン︓
旅⾏先で、
病院へ搬送

シーン︓
引っ越しで、かかりつけ
の医療機関を変更

シーン︓
来院時以外の患者状況把握

シーン︓
進学時の
健診結果共有

シーン︓
診療報酬請求のための業務

シーン︓
パンデミック禍での対応

シーン︓
⾃治体との患者情報の共有

医薬品・
医療機器メーカー

公益利⽤が難しいまたは申請が煩雑

患者状況が
把握しにくい

医療機関・医療従事者間のデータ連携が困難

医師・研究者

シーン︓研究開発におけるデータ活⽤

災害・セキュリティ対策

⼊⼒・報告作業

各医療機関で業務負荷

シーン︓
異なる施設等へ患者情報を共有

パンデミック対策

データ連携が困難

診断書・必要書類
提出は主に紙

あるべき姿

病院A 病院B診療所薬局介護施設 保健師

患者

PHR

医薬品・
医療機器メーカー 医師・研究者 ⾃治体

現状

公的な機関
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参考資料② ヘルスケアデジタル改⾰ラウンドテーブル
設⽴意義・コンセプト・⽬指したい将来像
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設⽴意義
•健康・医療データの連携と利活⽤は、医薬品・医療機器・ICT企業、
アカデミア、⾏政などマルチステークホルダー視点での検討が必要である

•しかし、これまでそのような検討機会は⼗分にはなかった

•そこで、これを集中的に検討する場を設置した

ヘルスケアデジタル改⾰ラウンドテーブル
(2022.8〜)

コンセプト
•持続可能で質の⾼い医療提供体制構築、国⺠の健康寿命延伸、
健康・医療産業促進に、健康・医療データの連携と利活⽤は不可⽋

•医療従事者の業務負荷軽減も踏まえた取り組みが必要
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•国⺠・患者は、どこの医療機関に⾏っても病気にかかる前も含めた
⾃分に関する同じデータで個⼈にあった快適かつ
質の⾼い医療サービスが受けられる

•医療従事者は、患者の病気後のデータに限らず、医療・健康に関わる
あらゆるデータを活⽤して、アウトカムベースで治療の効果を確認でき、
⼈々の健康増進にさらに貢献できる

•新薬・医療技術創出促進、迅速的確な医療提供、
持続可能な制度構築が進み、健康・医療データ連携・利活⽤の
成果が国⺠に還元されている

実現したい
将来像

ヘルスケアデジタル改⾰ラウンドテーブル
(2022.8〜)
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参考資料③ 第1回ヘルスケアデジタル改⾰ラウンドテーブル
における主な議論
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（事務局作成のユースケースについて）
■全体像を⽰し、施設連携などユースケースを拡充すべき

• 全体像からみてどの部分の、どういう位置づけのユースケースなのか、というのが明らかに
なると、提⾔をまとめる際に有効になる。世の中の医療や⽣活にこういう形で貢献してい
くのだ、という図柄があることは重要。

• 病院間だけではなく、診療所や薬局、介護施設との連携も踏まえるべき。

• 費⽤は誰が負担をして、将来的にどうするのか。誰が⾏政の機関の役割を果たすのか、
データを集めるだけではなく把握するのはだれなのか整理すべき。

第1回での主な議論（1/6）
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■医療情報のデジタル化には医療機関の業務改善が課題

• デジタル化のメリットとして、医療機関や介護施設・薬局での患者情報の共有、災害・
セキュリティリスクへの迅速な対応、研究開発における活⽤が挙げられる。しかし、⾃分の
ため（⼀次）、公益のため（⼆次）に医療情報を使うことだけでなく、その⼿前で医
師・医療従事者が、患者データを⼊⼒する労⼒を考慮しなければならない。

• 電⼦カルテがあるのにも関わらず、紙カルテ時代の診療報酬制度にのっとっており⼆重⼊
⼒の⼿間が発⽣している状況があるのが現実。医療現場での間接業務を減らすために、
⼀度提出した情報は、再度提出を不要とするワンスオンリーの概念が重要である。

第1回での主な議論（2/6）
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■包括的で相互運⽤性の⾼いシステムとビジネスモデルへの転換が課題

• 医療情報を共有するためには医療データの標準化が必要だが、現状のシステムは地域
や医療機関ごとに多様であり、情報基盤が整備されていない。そして、現在の地域医
療連携ネットワークのビジネスモデルは、医療機関が⾃発的に資⾦を出し、良い医療を
患者に提供するものである。さらに、異なるベンダーシステムでは、完全なデータ相互乗り
⼊れが容易にはできない。各システム間で情報を連携しにくいシステム⾯での縦割りの
問題もあり、容易には情報を共有できない現状がある。

• デジタル化が進むためには、病院経営⾯でメリットが⽣じる仕組みが重要であり、医療
機関にインセンティブを設けることが必要である。そして、ベンダー側が、データの相互乗り
⼊れを可能にするための改良が円滑に進められるビジネスモデルの転換が必要である。

第1回での主な議論（3/6）
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■同意偏重から診療⽬的に応じた⾃分⾃⾝のデータ利⽤の環境整備が課題

• 診療情報を病院間でスムーズに共有するためには、患者の同意が必要となる場合がある。
しかし、医療機関はインフォームドコンセント（同意と説明）が浸透しており同意取得の
⼿続きが複雑となることがある。

• ⾃分のため(⼀次)の利⽤として、診療⽬的に応じて医療機関同⼠が情報共有すること
を⽬指す必要がある。さらに、公益のため(⼆次)の利⽤をする場合の現⾏の複雑なルー
ルを解消するために、ヘルスケアデジタル化に関する仕組みをシンプルにつくることが望ましい。

第1回での主な議論（4/6）
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■患者主体でのアウトカム評価の実装が課題

• 医療分野におけるデジタル化の全体像・包括的なシステム体系として、ゼロトラストの考
え⽅を念頭に置き、シンプルで分かりやすい設計を⽬指すことが重要。エストニアが推進
する医療データ連携の政策の考え⽅やシステム像が、検討の参考になる。

• 医療の情報公開は進んでおらず、⾒えないのが現状であり、情報を個⼈に出していくこ
とが重要。さまざまな情報通信産業と⼀緒に、患者主体で、患者がコントロールできるシ
ステムを作るべき。現状は、国⺠への啓発や教育が⽋けている。

第1回での主な議論（5/6）
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■システム設計とアウトカム評価の実装が課題

• データを活⽤して、治療によってどの程度患者が回復したかという
アウトカム（成果）を評価する新たな診療報酬制度を検討するべき。

第1回での主な議論（6/6）
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参考資料④ 関連政策
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出所）厚⽣労働省「第1回 医療DX令和ビジョン2030 厚⽣労働省推進チーム【資料1】医療DXについて」（令和４年9⽉22⽇）https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/000992373.pdf ,2022年10⽉1⽇参照

医療DXの⽅向性
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全国医療情報プラットフォーム（将来像）

出所）厚⽣労働省「第1回 医療DX令和ビジョン2030 厚⽣労働省推進チーム【資料1】医療DXについて」（令和４年9⽉22⽇）https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/000992373.pdf ,2022年10⽉1⽇参照
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現状、ベンダや医療機関等においては、診療報酬改定に対して、短期間で集中的に対応するため、⼤きな業務負荷
が⽣じている。診療報酬改定施⾏⽇（４/１）からの患者負担⾦の計算に間に合うように、ソフトウェアを改修する必
要がある。

診療報酬改定ごとに各医療機関でシステム更新などが発⽣

出所）厚⽣労働省「第1回 医療DX令和ビジョン2030 厚⽣労働省推進チーム【資料1】医療DXについて」（令和４年9⽉22⽇）https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/000992373.pdf ,2022年10⽉1⽇参照
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医療DX令和ビジョン2030体制

出所）厚⽣労働省「第1回 医療DX令和ビジョン2030 厚⽣労働省推進チーム【資料1】医療DXについて」（令和４年9⽉22⽇）https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/000992373.pdf ,2022年10⽉1⽇参照
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参考資料⑤ プラットフォームに必要な機能
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プラットフォームに必要な機能(イメージ)

第1層
運⽤

第2層
データ

第3層
トラスト

第4層
サービス

プラットフォーム管理
アクセスコントロール

第5層
コネクタ

プラットフォーム管理
セキュリティ

プラットフォーム
運⽤機能

データストア データ処理 データ管理機能

認証/認可 権限/トラスト
管理と委任 Opt-in/out

カタログ API接続 利⽤者/開発者
ポータル

データコネクタ

クラウドのセキュリティ
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株式会社⽇本総合研究所
ヘルスケアデジタル改⾰ラウンドテーブル事務局


